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①地域における
男女共同参画
推進リーダー研
修

Ａ Ａ Ａ Ａ

　男女共同参画社会の実現
に向けたリーダー育成の研
修として、自治体や女性関
連施設・団体にも定着して
おり公益性が高い。コロナ
禍以降、オンライン研修の
利点を活かしたプログラム
構成で幅広い層に訴求して
いる。毎年、旬なテーマを取
り上げ、地域発のジェン
ダー平等推進に資するプロ
グラム提供に努め、全国各
所でハブとなり活躍する人
材を育成している。

　自治体、女性関連施設等
における初任者や経験年数
の浅い職員が多いことか
ら、有識者による多面的な
アプローチで、男女共同参
画の基礎から応用まで概観
するプログラム構成は高い
評価を得ている。
　今後も、自治体・女性関連
施設・団体という立場や経
験年数の違いによる個別の
ニーズにどこまで対応して
いくかは引き続き課題であ
る。

②男女共同参
画推進フォーラ
ム

Ｂ Ａ Ａ Ａ

　満足度は毎年94％以上で
あり、ネットワークの構築と
課題の把握と解決策を探る
機会を提供するという目標
を達成した。

　オンライン開催では、参加
者の減少や年代の偏り、意
見交換が低調になるなどの
課題が残った。
　内閣府に移管することを
踏まえ、法人自体の目的の
変更も行われる予定のた
め、内容の検討を含め、令
和７年度は休止とする。

③地域における
男女共同参画
推進のための
事業企画研修

Ｂ Ａ Ａ Ａ

　全国の自治体、女性関連
施設等において事業企画
のノウハウを学ぶ専門研修
はほとんど開催されていな
いことから、現場の期待も
大きく、地域の課題解決に
資する人材育成の研修とし
て定着している。また、講義
部分の一部をハイブリッド
方式で実施する等、積極的
にオンラインを活用してい
る。満足度、有用度ともに
目標を達成した。

　オンライン研修は、申込み
をしたものの受講できな
かったと回答した割合が高
いため、より受講しやすい
時期や効果的な集客方法
等が課題である。

（２）教育分野における政策・方
針決定への女性の参画拡大に
向けた取組の充実と男女共同
参画に関する教育の推進
　①学校教育における指導的地
位（校長や副校長・教頭）に占め
る女性の管理職割合を高めるた
め、教員の固定的な性別役割
分担意識や無意識の思い込み
（アンコンシャス・バイアス）の解
消を含めた研修を実施し、学校
等における男女共同参画に関
する教育・学習の充実を図る。
　②教育委員会や男女共同参
画センター等と連携して研修参
加者を募るとともに、オンライン
を活用した参加者同士のネット
ワークの構築を図る。
　③毎年度、研修参加者に対し
て、研修の波及効果等に係るア
ンケート調査等を実施し、85％
以上から研修内容が業務等に
効果的に活用できる内容であっ
たなどのプラスの評価を得る。
その際、課題等の改善点に関す
る調査も行い、研修等の見直し
に活用する。

①学校における
男女共同参画
推進研修

Ａ Ａ Ａ Ａ

　教育分野における男女共
同参画に関する研修は少な
く、参加者にとって貴重な学
習機会となっており、全国
から多くの参加者を得てい
る。更にオンライン化するこ
とで、非常に多忙な教職員
が、自分のペースで学び、
知見を広めることができる
研修の形を確立することが
できた。

　教育長や教育委員会管理
職等の参加割合が低く、管
理職登用等に大きく関わる
意思決定層の受講を増やし
ていくために、広報先の追
加・改善等工夫が必要であ
る。また、中期計画で明記さ
れている「オンラインを活用
した参加者同士のネット
ワーク構築」は、定員割れと
なった年もあったことから、
広報・テーマ・開催時期等を
見直し、より参加しやすい
環境等の提供が必要であ
る。

Ａ

Ⅲ　国民に対して提
供するサービスその
他の業務の質の向上
に関する事項
１　男女共同参画社
会の実現に向けた人
材の育成・研修の実
施

第５期中期目標期間見込み評価報告書

独立行政法人　国立女性教育会館

中期目標 中期計画 事業名
各年度評価

評定 根拠 課題と対応

Ⅱ　国民に対して提供するサー
ビスその他の業務の質の向上
に関する事項
１　男女共同参画社会の実現に
向けた人材の育成・研修の実施
（１）女性活躍推進のためのリー
ダーの育成
　①地方公共団体や男女共同
参画センター等地域において、
女性の活躍や男女共同参画を
推進するリーダー、企業におい
て女性の活躍やダイバーシティ
を推進するリーダー等の男女を
対象とし、女性が活躍できる組
織の在り方、課題把握、課題解
決のための取組の在り方、男性
の育児参画支援などについて、
関係機関と連携して実践的に学
習する研修を実施する。
　②女性の活躍のための環境
整備を推進するため、オンライ
ンも活用した参加者同士のネッ
トワークの構築を促進し、多様
なリーダーが分野を越えて横断
的に情報交換を行い、課題を共
有し、解決策を探る機会を提供
する。
　③毎年度、研修参加者に対し
て、研修の波及効果等に係るア
ンケート調査等を実施し、85％
以上から研修内容が業務等に
効果的に活用できる内容であっ
たなどのプラスの評価を得る。
その際、課題等の改善点に関す
る調査も行い、研修等の見直し
に活用する。
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各年度評価
評定 根拠 課題と対応

（３）困難な状況に置かれている
女性を支援するための人材の
育成
　①内閣府、警察やNPOなどの
関係機関と連携し、男女共同参
画センター等において困難な状
況に置かれている女性を支援す
る人材を育成するために、専門
的知識・技能の向上を図る研修
を実施する。
　②毎年度、研修参加者に対し
て、研修の波及効果等に係るア
ンケート調査等を実施し、85％
以上から研修内容が業務等に
効果的に活用できる内容であっ
たなどのプラスの評価を得る。
その際、課題等の改善点に関す
る調査も行い、研修等の見直し
に活用する。

①女性関連施
設相談員・相談
事業担当者研
修

Ａ Ａ Ａ Ａ

　困難な状況に置かれてい
る女性を支援するための人
材育成研修として、全国の
自治体、女性関連施設から
も高い信頼を得ており、毎
年、参加者は定員を大幅に
上回り、有用度も毎年、目
標値を超えている。
　支援現場のニーズに合致
し、基礎から実践まで、専門
的知識の習得と技能の向
上に資するプログラムを提
供している。

　相談業務が多様化する
中、ジェンダー視点から当
事者を理解し、適切に相談
対応を行うための基礎知識
とスキルを網羅して学ぶこ
とのできる本研修への期待
は大きい。引き続き、基礎を
踏まえたプログラムや、実
践力を高める専門的な内容
を盛り込み、社会の動きや
現場のニーズに対応してい
く必要がある。あわせて、相
談員同士の交流支援とし
て、ネットワーク形成の場を
設け、相談員の孤立やバー
ンアウトを予防するととも
に、それぞれの地域で抱え
る課題を共有し、解決のた
めのエンパワメントに資す
る機会を提供することが求
められる。

①男女共同参
画の視点による
災害対応研修

Ａ Ａ Ａ Ａ

　地域におけるジェンダー
主流化を進める研修とし
て、災害対策は喫緊の今日
的課題であるが、現状にお
いて、女性の参画状況は不
十分である。本研修は、意
思決定過程や対応現場へ
の女性の参画促進に焦点
を当て、様々な角度からア
プローチし、女性人材の育
成登用に資するプログラム
を提供し、97％超の満足度
を得た。

　メインターゲットを絞ったこ
とで、目的に合致したプログ
ラム提供が可能となり、受
講者の増加と高い満足度に
つながった。効率的に受講
してもらうため、引き続き、
テーマの限定、内容時間、
コース別プログラムの開発
等、より学習効果を高める
構成となるよう工夫する。ま
た、各地域で実践に結び付
けていくための研修にする
ため、事例報告や双方向の
セッションを充実させる。

②女性活躍推
進セミナー

Ａ Ａ Ａ Ａ

　あらゆる分野への女性活
躍の視点を取り込む必要性
の指摘を受け、組織や企業
において女性の活躍やダイ
バーシティを推進する者を
対象とし、女性リーダーの
育成をはじめ、働き方や
DE&I を踏まえながら、女性
が活躍できる組織の在り方
を学習するプログラムを実
施することで、毎年、90％を
超える満足を得ている。

　今後もオンデマンド配信プ
ログラムを引き続き実施し、
研修効果の高い内容を目
指す。また、男女共同参画
に関心の薄い会社員や企
業関係者等に受講してもら
えるよう、工夫を図っていく
必要がある。

Ａ
(再掲）

Ⅲ　国民に対して提
供するサービスその
他の業務の質の向上
に関する事項
１　男女共同参画社
会の実現に向けた人
材の育成・研修の実
施

（４）新たな課題（萌芽的課題）等
に対応した男女共同参画研修
の実施
　①新型コロナウイルス感染症
や自然災害などは、全ての人の
生活を脅かすと同時に、特に女
性や脆弱な状況にある人々によ
り深刻な影響を与えている。こ
れらを踏まえて、男女共同参画
の推進に影響を与える新たな課
題等に対応した研修プログラム
を開発し、研修の実施・支援に
取り組む。
　②また、新たな課題には、自
治体等の複数部局にまたがった
り、大学や学校、企業等異なる
組織に共通するものも想定され
るため、必要に応じ課題に関係
する者が組織を越えて参加可能
な課題別研修の開発に取り組
む。
　③実施したプログラムについ
ては、研修参加者へのアンケー
ト調査等を実施するほか、その
新規性と積極性を踏まえ、その
プログラムが男女共同参画を推
進する上で効果的であるなどの
観点から評価を行う。その際、
課題等の改善点に関する調査
も行い、研修等の見直しに活用
する。
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２　男女共同参画社
会の実現に向けた基
盤整備のための調査
研究の実施

①学校教育に
おける男女共同
参画推進に関
する調査研究

Ａ Ａ Ａ Ａ

　本調査研究の成果は、教
員と学校現場の男女共同
参画への理解促進、意識醸
成を目的とした研修や教材
へ活用しており、教育、学生
への普及啓発、意識醸成に
調査研究の成果が活用で
きている。

　管理職に占める女性の割
合の現状に関するデータの
整理・分析については、今
後は市町村の状況につい
て調査するとともに、これま
での調査研究成果も組み
込んだ研修教材の作成と活
用に取り組む。

②ジェンダー統
計に関する調査
研究

Ａ Ａ Ｂ Ａ

　毎年、『男女共同参画統
計リーフレット』を作成して
いる。また、令和５年度は
『男女共同参画統計リーフ
レット学習版（日）』や『「学
校基本統計」にみる初等中
等教育における管理職に占
める女性の割合』、令和６
年度は『男女共同参画統計
リーフレット学習版（日・
英）』を新たに刊行するな
ど、ジェンダー統計が広く活
用されるための新たな学習
教材を作成した。

　引き続き、男女共同参画
センター、地方公共団体等
による地域ごとのジェン
ダー統計の現状把握と好事
例の収集、会館ホームペー
ジ上のデータベースで取り
上げる項目や「情報の掲載
の仕方」について検討が必
要である。

③女性のキャリ
ア形成や意思
決定過程への
参画についての
調査研究

Ｂ Ａ Ｂ －

　令和４・５年度は、「女性
のキャリア形成や意思決定
過程への参画」として、地方
公共団体や男女共同参画
センター等における政策・
方針決定過程への女性の
参画を促進する取組につい
て調査研究を実施し、好事
例を紹介する事例集を作成
した。
　令和６年度は、「女性デジ
タル人材の育成・就労支援
に関する取組の好事例」に
ついて、地方公共団体や男
女共同参画センター等に調
査研究を行い、本取組の実
情や成果、課題などについ
て貴重な知見を得た。

　ナショナルセンターとして、
引き続き地方公共団体や男
女共同参画センター等と連
携し、研修事業や情報事業
を通じて調査研究成果の普
及に努める。
　令和７年度は、令和６年度
に得た成果をふまえ、地域
における女性のキャリア形
成と経済的自立の支援の
現状と課題、望ましい支援
の在り方について分析をま
とめる。

④困難を抱えた
女性支援の在り
方等についての
調査研究

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

　第５期中期計画期間中に
成立・施行された「困難な問
題を抱える女性への支援に
関する法律」に沿い、NPO
センター主催の「生きづらさ
を抱える女性を支援する団
体の活動実態調査」につい
て項目案の作成、調査実
施、結果分析に協力すると
ともに、結果をもとに試行プ
ログラムを実施し、他団体と
連携して全国的な研修プロ
グラムを開催した。

　「困難な問題を抱える女性
への支援に関する基本計
画」策定後の、各自治体の
困難な問題を抱える女性に
対する取組体制・状況及び
女性相談システムの強化に
資する情報・対応する相談
員に必要な力量形成に資
する会館の支援のあり方に
つい検討を進める。

⑤調査研究成
果の活用、自己
点検評価

Ａ Ａ Ａ Ａ

　独立行政法人教職員支援
機構(NITS)と共同で作成し
た動画「学校における男女
共同参画の推進:校内研修
シリーズ No.117」、名古屋
大学・岐阜大学と共同で作
成した「無意識のバイアス
に気づく―大学における
ジェンダー平等を促すため
に―」、文部科学省委託事
業「女性の多様なチャレン
ジに寄り添う学びと社会参
画支援事業」で作成した『学
校における男女共同参画研
修－女性の管理職登用の
促進に向けて－キャリア事
例・取組事例 資料集』等、
文部科学省や関係機関等
と連携し、研修等で活用で
きる研究調査成果を広く提
供することができた。

　ナショナルセンターとして
引き続き女性/男女共同参
画センターや自治体等と連
携して、事業や報告、講義
等を通じて調査研究成果の
普及に努める。

Ａ

２　男女共同参画社会の実現に
向けた基盤整備のための調査
研究の実施
　①初等中等教育分野における
女性教員の管理職の登用や初
等中等教育分野における男女
共同参画の促進及び持続可能
な開発目標（SDGs）に関する教
育機会の拡大に伴う教員の理
解促進等に資する調査研究を
実施する。
　②ジェンダー統計についての
国際的動向に関する情報を収
集するとともに、地方公共団体
や男女共同参画センターにおけ
るジェンダー統計の利活用の促
進を図る。
　③女性のキャリア形成や意思
決定過程への参画についての
調査研究を行うとともに、男女共
同参画センター等において新型
コロナウイルス感染症の影響を
受けて更に深刻化する困難を抱
えた女性支援の在り方等につい
ての調査研究を実施する。
　④調査研究で把握された現状
と課題等の成果は、研修プログ
ラムの作成等に活用する。
　⑤中期目標期間中に、時代の
変化によって新たな課題が生じ
た場合は、当該課題の解決に資
する調査研究の実施を検討す
る。
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中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

２　男女共同参画社
会の実現に向けた基
盤整備のための調査
研究の実施

⑥新たな課題に
対応する調査
研究

－ － － Ａ
Ａ

(再掲）

　科学技術振興機構（JST）
の補助事業として、名古屋
大学及び岐阜大学と連携し
て、「大学におけるジェン
ダー平等の促進に資する無
意識のバイアスに関する研
修プログラム」を開発した。
男女共同参画学協会や先
進的に取り組む大学等の協
力を得て教材を開発してお
り、女性研究者の水漏れパ
イプ解消に資するための研
修で活用されることが見込
まれる。

　本事業の成果物として開
発した「無意識のバイアス
研修プログラム」は、名古屋
大学や岐阜大学及び会館
のホームページ等を通じて
広く普及・周知した。

①情報資料の
収集・整理・提
供

Ａ Ａ Ａ Ａ

　資料・情報の収集を着実
に実施し、コレクションの充
実を図っている。来館利用
者だけでなく、非来館者向
けにも、文献複写サービス
や相互利用制度を用いて資
料・情報を提供し、全国に
向けたサービスを行ってい
る。パッケージ貸出の拡充
やサマーセミナー開催につ
いても、継続して取り組ん
だ。

　宿泊事業の終了に伴い、
来館利用機会・滞在時間の
減少が見込まれることか
ら、短時間での情報提供
や、非来館者向けのサービ
ス提供について検討の必要
がある。令和７年度は、オン
ラインでの情報提供プログ
ラムの継続実施と、サマー
セミナーは日帰りで開催す
る。

②ポータルと
データベースの
整備充実

Ａ Ａ Ａ Ａ

　データベース化件数は、
中期目標期間中の達成目
標 13 万件以上に向け、４
年間で115,599件と順調に
データの蓄積を進めてお
り、アクセス件数も増加して
いる。特に国立女性教育会
館リポジトリは、データ件数
が7,000件を超え、アクセス
件数が年間 100 万件以上
となっており、オンラインで
資料を直接閲覧できる利便
性が増している。

　引き続き各データベース・
サイトのデータ更新・登録を
進め、利用の増加を図る。
また、新法人移行に向けて
データベースの見直しにつ
いて検討する。

③図書のパッ
ケージ貸出

Ａ Ａ Ａ Ａ

　中期目標期間中、のべ
150 か所以上の貸出実施
目標に対し、４年連続で年
度目標を上回り、のべ 139
機関への貸出を実施した。

　購入予算規模縮小に伴
い、新規受入図書数が減少
する一方で、利用機関の増
加への対応が必要となり、
令和７年度利用開始の「年
間パッケージ」には一部 80
冊のセットも設けた。更に多
くの機関の利用に供するた
めには、長年蓄積してきた
図書の有効活用、新規図書
購入、利用機関の開拓が課
題である。引き続き、図書
の整備、需要の把握、サー
ビス内容の周知に取り組
む。

Ａ

３ 広報活動の強化と
効果的な情報発信

３　広報活動の強化と効果的な
情報発信
（１）女性の活躍推進等に資する
情報の一元化・発信
　①女性教育情報センター利用
者に資料等を提供するととも
に、女性情報ポータル及びデー
タベースの整備充実を図り、広く
国民に対してわかりやすく情報
発信を行う。
　②中期目標期間中にデータ
ベース化件数については、13万
件以上を達成する。
　③中期目標期間中にのべ150
か所以上の男女共同参画セン
ターや大学等に、女性の活躍推
進や男女共同参画社会の形成
を目指した様々なテーマに応じ
た図書をパッケージ化して貸し
出すことにより、学習者への支
援を行う。

4 



6 5 4 3
中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

①女性アーカイ
ブ機能の充実と
全国の女性
アーカイブとの
ネットワークの
強化

Ａ Ａ Ａ Ａ

　資料の収集・整理、デジタ
ルアーカイブでの公開、展
示等、各取り組みを進め、
「女性に関する史・資料を中
期目標期間中に新たに５千
点以上データベース化」は
5,709件と目標を達成し、
「アーカイブ企画展を中期
目標期間中にのべ30機関
以上と連携して実施」は27
機関と順調に連携を進めて
いる。

　引き続き、会館のもつネッ
トワークを活かして、コレク
ションの構築及び充実に向
けて取り組み、「女性デジタ
ルアーカイブシステム」への
コンテンツ蓄積を進め、利
用の増加を図る。

②女性アーカイ
ブ研修

Ａ Ａ Ａ Ａ

　女性アーカイブに関する
研修は他にはなく、毎年、
本研修ならではの講義や実
践報告、常に最新情報の求
められる著作権に関する講
義を提供し、満足度は４年
連続で 95%以上と高い評価
を得た。

　引き続き、本研修にふさ
わしい内容を提供するため
の情報収集を目指す。

（３）より多様な主体への積極的
な広報活動の充実・強化
　①会館の事業や取組について
積極的に国民に周知し、会館の
プレゼンスを高めるため、会館
としての広報計画を策定し、理
事長のトップマネジメントのもと
に効果的な広報活動を推進す
る。ICTの活用により多様な主体
への広報活動を充実・強化す
る。
　②多様な場で男女共同参画に
関する研修等が実施されるよ
う、会館で実施する研修や取組
について、地方公共団体や男女
共同参画センターのみならず、
企業や大学を始めとした教育機
関等に対しても、情報発信やプ
ログラムの提供等を行う。ホー
ムページ等のアクセス件数を中
期目標期間中に45万件以上達
成する。
　③調査研究の成果普及等に
資する取組に関しては、会館の
研修プログラムや外部での講師
活動等を通じて普及・啓発を図
るとともに、わかりやすい冊子や
動画にまとめて発信する。
　④継続的に国内外の専門的な
資料や情報、会館や内閣府等
の関係府省、地方公共団体等
の関係機関の施策、事業、調査
研究等の情報を幅広くとりまと
めて整理し、文部科学省や関係
機関等と連携してわかりやすく
提供する。

広報活動の充
実・強化

Ａ Ａ Ａ Ｂ

　理事長のトップマネジメン
トのもと、全職員が組織横
断的に広報・情報発信に取
り組んだことで、全国規模
の会議やイベントへの計画
的参加・広報活動を行うこと
ができた。また、地方公共
団体や男女共同参画セン
ターのみならず、企業や大
学を始めとした教育機関等
に対しても、情報発信やプ
ログラムの提供等を行うこ
とができた。
　ホームページアクセス件
数の目標については、新型
コロナウイルス感染症の影
響による休館のために施設
案内や利用予約、アクセス
についての閲覧件数が令
和3年度に一時落ち込んだ
ものの、行動制限の緩和に
伴い、会館が主催事業や施
設利用の広報を積極的に
行ったり、理事長の活動紹
介やコラム企画をホーム
ページ上で行った結果、中
期期間目標 45 万件を達成
した。

　引き続き、ホームページ及
び各SNSからの情報発信を
行うとともに、理事長及び職
員による外部組織へのアプ
ローチや連携を行い、広報
活動の機会を増やす。

Ａ
(再掲）

３ 広報活動の強化と
効果的な情報発信

（２）男女共同参画等に関する歴
史的資料の収集・保存の推進
　①女性教育等に関する歴史的
な資料について、外部有識者の
意見を参考にしつつ、収集・保
存のための方針に基づいて全
国から収集し保存する。女性に
関する史・資料を中期目標期間
中に新たに５千点以上データ
ベース化する。
　②アーカイブ企画展を中期目
標期間中にのべ30機関以上と
連携して実施する。
　③これまで実施した基礎的研
修の実績を踏まえ、女性アーカ
イブを所有する施設間のネット
ワーク形成に重点を移し、中期
目標期間中に女性アーカイブに
関する研修実施し、毎年度、研
修参加者に対して、研修の波及
効果等に係るアンケート調査等
を実施し、85％以上から研修成
果を効果的に活用できているな
どのプラスの評価を得る。その
際、課題等の改善点に関する調
査も行い、研修等の見直しに活
用する。

5 



6 5 4 3
中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

４　男女共同参画の
推進に向けた国際貢
献

①課題別研修
「ジェンダーに
基づく暴力の撤
廃」

Ａ Ａ Ａ －

　独立行政法人国際協力機
構（JICA） と連携し、従来か
らの ASEAN 地域に加え、
南アジア、アフリカ、北米、
太平洋島しょ国を含む全世
界を対象にした SGBV に取
組む行政官や NGO 職員の
人材育成に資する研修を実
施した。セミナー参加者に
対する研修の波及効果等
に係るアンケート調査では、
毎年、高いプラスの評価を
得ている。
　中期目標期間中の国際関
係事業件数は指標となって
いる10件を達成している
（JICA委託事業７件、NWEC
グローバルセミナー４件）。

　JICAとの３か年計画を終
え、令和７年度以降は新た
な参加国を含む新フェーズ
となる。諸外国の SGBV の
状況について事前に把握す
る必要があるとともに、プロ
グラムの体系化と成果の見
える化に取組む。

②課題別研修
「アセアン諸国
における人身取
引対策協力促
進」
（令和６年度～
課題別研修「人
身取引対策グ
ローバル協力
促進」）

Ａ Ａ Ｂ Ａ

　独立行政法人国際協力機
構（JICA）と連携し、関係省
庁や自治体及び NGO から
の講義や訪問を組み合わ
せ、アジア地域等を含むア
フリカ、ヨーロッパにおける
人身取引対策に取り組む行
政官の人材育成に資する
研修を実施した。セミナー参
加者に対する研修の波及
効果等に係るアンケート調
査では、毎年、高いプラス
の評価を得ている。
　中期目標期間中の国際関
係事業件数は指標となって
いる10件を達成している
（JICA委託事業７件、NWEC
グローバルセミナー４件）。

　今年度は参加対象国がア
セアンから全世界を対象に
拡大されたことから、世界
的に深刻な課題となってい
るサイバー詐欺のような新
たな人身取引被害とその課
題への提言についての講
義を導入した。また、来日研
修期間が長くなったため、カ
ントリーレポートの発表や研
修員による討議の時間を確
保する等の改善も実施し
た。今後も参加国のニーズ
を踏まえたカリキュラムの更
新を行う。

（２）国際的課題への対応
　①国連女性の地位委員会
（CSW）や女子に対するあらゆる
形態の差別の撤廃に関する条
約（CEDAW）で求められている
課題（女性の経済的エンパワー
メント、女性のリーダーシップ、
女性に対する暴力の根絶、男性
への働きかけ等）について、ジェ
ンダー平等政策の先進的な取
組をテーマとして取り上げ、国内
外の関係者による国際セミナー
を実施するとともに、先進的な取
組における女性支援施策の情
報を収集する。
　②これまでに構築した海外の
諸機関との協力体制を基礎とし
て、男女共同参画に関する情報
交換や協働事業等を実施する。
　③毎年度、研修参加者に対し
て、研修の波及効果等に係るア
ンケート調査等を実施し、80％
以上から研修内容が業務等に
効果的に活用できる内容であっ
たなどのプラスの評価を得る。
その際、課題等の改善点に関す
る調査も行い、研修等の見直し
に活用する。

①国際的課題
への対応
（NWECグロー
バルセミナー、
CSWでの情報
発信等）

Ａ Ａ Ａ Ａ

　NWECグローバルセミナー
は、JICA 課題別研修の参
加者や第68回国連女性の
地位委員会（CSW68）に政
府代表団の一員として参加
し培ったネットワーク、会館
との交流協定を締結してい
る韓国女性政策研究院
（KWDI）からの協力を得て
開催することで、会館の国
内外のネットワークを活かし
国際的な潮流をいち早く捉
え、国内の課題について議
論することができた。
　中期目標期間中の国際関
係事業件数は指標となって
いる10件を達成している
（JICA委託事業７件、NWEC
グローバルセミナー４件）。

　限られた資源と体制の中
で、これまでに構築してきた
国内外諸機関との協力体
制を基礎として、国際的な
ネットワークの構築及び情
報収集と国内外に向けた発
信をどのように進め、強化し
ていくべきか、検討を続ける
とともに更に改善を行う。

４　男女共同参画の推進に向け
た国際貢献
（１）アジア地域等における女性
教育・男女共同参画推進のため
の人材育成
　①SDGsのジェンダー主流化や
17のゴールに基づき、日本及び
アジア地域等の共通のジェン
ダー課題をテーマに、各国の女
性教育・男女共同参画推進のた
めの人材の育成に資する実践
的な研修を、外務省やNGOなど
と連携して実施する。
　②毎年度、セミナー参加者に
対して、研修の波及効果等に係
るアンケート調査等を実施し、
80％以上から研修内容が業務
等に効果的に活用できる内容で
あったなどのプラスの評価を得
る。その際、課題等の改善点に
関する調査も行い、研修等の見
直しに活用する。

Ａ
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中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

５ 横断的に取り組む
事項

５　横断的に取り組む事項
（１）国内外の関係機関との連
携・ネットワークの強化、若者の
理解促進
　①関係府省との意思疎通と情
報共有を図り、連携して事業を
行うとともに、「国立女性教育会
館運営委員会」を有識者や関係
府省から意見を聞く場として活
用する。
　②若者の男女共同参画に関
する意識・意見の把握に努める
とともに、次代を担う若者への男
女共同参画に関する理解を促
進させる取組を実施する。男女
共同参画は、男性にとっても重
要であり男女が共に進めていく
必要があるため、女性に限らず
男性への理解促進の取組も進
める。
　③中期目標期間中にのべ 120
機関以上との協働で研修事業
等に取り組み、連携によるより
効果的な事業を実施するととも
に、他団体が実施する男女共同
参画に関連する研修等への協
力を行う。

①国内外の関
係機関等との連
携・ネットワーク
の強化、若者の
理解促進

Ａ Ａ Ｂ Ｂ

　令和３年度から令和６年
度までの協働事業の取組
実績は 98 件であり、中期
目標期間に目標値（120件）
を達する見込みである。毎
年度、様々な分野の機関・
団体と連携することにより、
連携相手の知見やネット
ワークを活用し、効率的か
つ独創的な事業運営を実
施することができた。
　また、全国各地の自治体
や男女共同参画センター等
を訪問し、それぞれの取組
等について意見交換を行う
など、男女共同参画セン
ター及び会館における機能
強化を図った。

　関係府省及び関係機関と
の連携は、事業の内容充実
に不可欠であり、連携先等
における男女共同参画の取
組の促進につながるもので
あることから、今後もあらゆ
る機会を捉えて拡大に努
め、女性関連施設等のネッ
トワークの中核としての役
割の強化を図る。また、今
後も「ジェンダー平等に関す
るグローバルな動向の紹
介」や「若者の理解促進」に
資するプログラムを実施す
る。

（２）ICTの活用による教育・学習
支援の推進
　①これまで会館が主催する研
修等に直接参加する機会がな
かったリーダーを始め、地理的
理由等から直接の参加が困難
な国民に幅広く学習機会を提供
することができるよう、e ラーニ
ングやオンライン研修等による
教育・学習支援を行う。
　②会館が実施する研修等の内
容の一部又は全部について、オ
ンラインによるライブ又はオンデ
マンド配信を中期目標期間中に
40 件以上実施する。
　③会館が実施する研修のオン
ラインプログラム等について活
用方策を検討し、中期目標期間
中にその運用指針を策定する。

ICTの活用によ
る教育・学習支
援の促進

Ａ Ａ Ａ Ａ

　令和３年から６年度間に
おけるオンラインによるライ
ブ又はオンデマンド配信数
は47件であり、中期目標期
間の達成目標40件を既に
上回っている。また、年度単
位でも年間目標を上回って
おり、目標達成度の４年間
平均は146.9%である。

　オンラインによる学習を円
滑に進行させるため、ラー
ニング・マネジメント・システ
ムの導入を図る。

Ａ

7 
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中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

Ⅳ　業務運営の効率
化に関する事項
１　業務効率化に関
する取組

Ⅲ　業務運営の効率化に関する
事項
１　業務効率化に関する取組
（１）経費等の合理化・効率化
　業務量の変動に対応した組織
体制の見直し及び電子化等に
取り組み、業務の徹底した見直
し、効率化を図ることにより、一
般管理費（公租公課を除く。）に
ついては、令和２年度と比して
５％以上、業務経費（公共施設
等運営事業関係経費を除く。）
について令和２年度と比して５％
以上、中期目標期間中に効率
化を図る。
（３）給与水準の適正化
　給与水準については、国家公
務員の給与水準を十分考慮し、
役職員給与の適正化に取り組
むとともに、その取組状況を公
表する。

経費等の合理
化・効率化、給
与水準の適正
化

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　令和５年度の一般管理費
のみ、目標を達成すること
ができなかったが、その他
の年度については、効率的
な業務運営に努めた結果、
一般管理費、業務経費とも
に削減目標を達成できた。
さらに、人件費も、期間目標
期間中全年度においてラス
パイレス指数が100 を下
回っており、適正な支出管
理ができたと言える。

　今後とも、業務運営に支
障が無いように適切な執行
に努めるとともに、人件費に
ついても、今後もラスパイレ
ス指数が100 を下回るよう
に適正な支出に努める。関
係機関・団体との連携によ
る経費等の削減に努める。

（２）調達等の合理化
　契約については「独立行政法
人における調達等合理化の取
組の推進について」（平成27 年
５月 25 日総務大臣決定）に基
づく取組を着実に実施することと
し、契約の適正化、調達の合理
化等を推進することにより、コス
トを削減し公正性、透明性を確
保する。
　また、「独立行政法人改革等
に関する基本的な方針」（平成
25 年 12 月 24 日閣議決定）を
踏まえ、効果的・効率的な業務
運営のため、間接業務等を、国
立特別支援教育総合研究所、
国立青少年教育振興機構、教
職員支援機構と共同で実施し、
その取組を一層推進する。

調達等の合理
化

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　整備された規程に基づく
契約が執行されており、契
約監視委員会も確実に開
催し、その中で競争性・透
明性の確保は確認されてい
る。共同調達、共同事務、
共同研修を着実に実施し、
経費節減や事務効率化に
努めた。

　引き続き、適正な契約の
実施に努め、会館ホーム
ページ等を用いた積極的な
情報公開により公平性・透
明性の確保を図る。また、
国立特別支援教育総合研
究所、国立青少年教育振興
機構、教職員支援機構と共
同した間接業務等の実施
を、費
用対効果等を検証しつつ今
後も着実に行う。

Ⅴ 財務内容の改善
に関する事項
１　予算の適切な管
理と効果的な執行

Ⅳ　財務内容の改善に関する事
項
１　予算の適切な管理と効果的
な執行
（１）予算執行の効率化
　独立行政法人会計基準の改
訂等により、運営費交付金の会
計処理として、業務達成基準に
よる収益化が原則とされたこと
を踏まえ、収益化単位の業務ご
とに予算と実績を管理する体制
を構築する。
（２）自己収入の拡大
　受託研究、寄附金や科学研究
費補助金等の外部資金の受入
れ、施設の有効利用促進等によ
り、自己収入の確保に取り組
む。運営費交付金債務を含めた
財務に係る情報を把握し、理事
長のリーダーシップのもと、適切
な予算配分等を行う。また、自
己収入の取り扱いでは、毎事業
年度に計画的な収支計画を作
成し、当該収支計画による運営
を行う。

（１）予算執行の
効率化
（２）自己収入の
拡大等

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　中期目標、中期計画、年
度計画に基づき事業ごとに
セグメントを設定し、予算と
実績を管理する体制を構築
することができた。このセグ
メントに基づき、「独立行政
法人国立女性教育会館業
務達成基準の取扱いにつ
いて」（平成24 年１月10 日
理事長裁定）に従い、事業
の実施状況をもとに、業務
達成基準に基づく収益化を
実施し、効率的な予算執行
に努めた。
　PFI 事業による運営権対
価やプロフィットシェアリング
収入により自己収入の確保
ができた。また、外部資金
の積極的導入として、科学
研究費補助金等の申請や、
国・企業等からの受託事業
の積極的な受け入れを行
い、外部資金を確保でき
た。

　予算配分を適正に実施
し、個々の業務の予算管理
等を徹底することにより、よ
り効率的な業務の実施を目
指していく。引き続き、業務
負担を勘案しつつ、令和７
年度以降も外部資金導入
に努める。

Ｂ
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6 5 4 3
中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

Ⅵ　その他業務運営
に関する重要事項
１　内部統制の充実・
強化

３　人事に関する計画

Ⅹ　その他業務運営に関する重
要事項
１　内部統制の充実・強化
　理事長のリーダーシップのも
と、会館が担う役割や課題等の
情報を職員が共有し、所要の規
則等を整備し、ガバナンスの保
持、コンプライアンスの遵守等内
部統制を充実するとともに、役
職員のモチベーション・使命感
の向上に取り組む。
　内部規程を必要に応じて見直
し、内部統制・リスク管理の充実
及び監事による監査機能を強化
する。また、監事による監査及
び会館が自ら行うモニタリング
の結果を業務に反映させ、内部
統制等の継続的な見直しを図
る。

３ 人事に関する計画
　 職員の専門性を高めるため
の研修を実施するとともに、他
機関が主催する研修事業 への
参加を促すなど研修機会を充実
させる。さらに、業務の効率的・
効果的な運営の ため、人員を
適切に配置するとともに、人事
交流等により、研究職員やデジ
タル人材 等を確保し組織の活
性化を図る。そのため、人材確
保・育成方針を策定しその取り
組みを進める。

適切な法人運
営体制の充実
（１）内部統制の
充実

人事に関する計
画

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　配偶者同行休業規程や特
別客員研究員規程をはじめ
とする規程改正・見直し等
を行い、内部統制の充実を
図った。監査室においても、
監事監査規程、監事監査計
画に基づき内部監査を実施
した。
　情報セキュリティ分野につ
いては、全役職員、情報セ
キュリティ関係責任者、情
報セキュリティ対策推進職
員等に向けた情報セキュリ
ティ対策のための研修な
ど、業務に必要なICTスキ
ルを高め、職員の資質を向
上させるための研修を計画
的に実施するなど力を入れ
るとともに、その他必要な研
修を行い、職員の力量形成
に努めた。また、内閣府、文
部科学省、教育委員会、大
学等との人事交流を行い、
優秀な人材の確保と若手職
員の育成に努めた。

　小規模組織であることに
よる情報伝達の速さの利点
を生かし、今後も業務運営
の見直しや検討を効率的に
行うよう努めるとともに、令
和７年度以降も引き続き内
部統制やリスク管理、コンプ
ライアンス体制を充実し、時
代の要請に的確に応じた業
務展開を推進していく。ま
た、限られた人的資源とい
う厳しい条件の下、今後、
外部機関との連携関係を活
かしつつ、業務遂行のため
に必要な職員の採用に努
めるとともに、職員研修等を
適宜実施する。

２　業務環境のデジタ
ル化及び情報セキュ
リティ体制の充実

２ 業務環境のデジタル化及び
情報セキュリティ体制の充実
　「情報システムの整備及び管
理の基本的な方針」（令和３年
12 月 24 日デジタル大臣決定）
にのっとり、情報システムの適
切な整備及び管理を行う。あわ
せて、政府機関の情報セキュリ
ティ対策のための統一基準群、
外部機関の監査結果を踏まえ、
情報セキュリティポリシーを適時
適切に見直すとともに、情報セ
キュリティ対策を講じ、情報シス
テムに対するサイバー攻撃への
防御力、攻撃に対する組織的対
応能力の強化に取り組む。
　また、対策の実施状況を毎年
度把握し、PDCA サイクルにより
情報セキュリティ対策の改善を
図る。

情報セキュリ
ティ体制の充実

Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ

　「情報システムの整備及
び管理の基本的な方針」
（令和３年12月24日デジタ
ル大臣決定）に則り、民間
で経験を積んだ高度情報処
理資格を持つIT人材を新た
に採用し内部体制の充実を
図るとともに、クラウド・バ
イ・デフォルト原則を踏まえ
て、基幹システム（認証サー
バ、ファイルサーバ等）のク
ラウド化を進めた。併せて
令和５年度版政府統一基準
に準拠した情報セキュリティ
ポリシーの策定、先端的な
セキュリティツール（EDR）の
導入、CSIRTの整備及びカ
スタマイズしたインシデント
訓練を通じてサイバー攻撃
への防御力を向上した。ま
た、情報セキュリティ対策推
進計画に階層別教育・自己
点検・監査を組み込んで毎
年度PDCAを廻して対策の
改善を図る仕組みを作っ
た。

　情報システムの整備及び
管理については、令和７年
度が現行基幹システムの更
新前年に当たることから、
文書管理基盤の構築も見
据えて新システム（クラウド
サービス）の調達を進める。
情報セキュリティについて
は、令和５年度政府統一基
準で情報システムの分類に
よる対策が打ち出されたこ
とから、分類基準の策定と
分類基準に応じた情報セ
キュリティ対策の規定を進
める。
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中期目標 中期計画 事業名

各年度評価
評定 根拠 課題と対応

４　長期的視野に立っ
た施設・ 設備の整備
等

４ 長期的視野に立った施設・設
備の整備等
　長期的視点に立った安心・安
全な研修環境の維持のための
施設改修、設備更新を計 画的
に進める（別紙４のとおり）。「独
立行政法人国立女性教育会館
の機能強化に よる男女共同参
画の中核的組織の整備に向け
て」（令和６年７月 30 日内閣府・
文部科学省・国立女性教育会
館）に基づき、特定の場所や方
法にとらわれない 多様な事業を
展開するため、必要な機能は本
館に集約することとし、老朽化し
た宿泊棟、研修棟、体育施設等
の施設については、令和 12 年
度までを目途に 撤去すべく、必
要な準備を行う。
　女性教育・男女共同参画に関
する業務の着実な遂行により、
多様な主体による施設 の利活
用をより一層推進するとともに、
他法人や関係機関等の施設を
利用して研修を 実施する可能
性も視野に入れつつ、不断の見
直しを行う。研修施設の利用率
につい て、中期目標期間中に
50％以上を達成する。
　なお、災害時等において、国
や地方公共団体等から避難者
等の受け入れの要請があ った
場合、関係機関と連携して施設
を有効利用する。

長期的視野に
立った施設・設
備の整備等

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　中期計画に基づき、
日々、整備・点検を行い、効
果的・効率的な長寿命化の
推進や良好な状態の維持
に努めている。
　中期計画書記載の屋上防
水改修工事は予定通り実
施し、その後屋内給排水設
備改修工事、食堂CO2セン
サー付き換気扇設置工事、
浴室棟大・小脱衣室空調設
備設置工事、研修棟101・
110研修室プロジェクター更
新工事、宿泊棟外壁改修工
事を適宜実施した。

　計画的な施設改修・設備
更新を進めているものの、
施設設備の多くは老朽化が
進んでおり、突発的な故障
や修繕が発生する恐れが
ある。日頃からの点検調
査・診断をきめ細やかに行
い、個別施設計画を念頭に
置きながらも柔軟に対応し
ていくことが必要である。
　また、「独立行政法人国立
女性教育会館の機能強化
による男女共同参画の中核
的組織の整備に向けて」
（令和６年７月30日内閣府、
文部科学省、国立女性教育
会館）において、施設につ
いては、必要な機能を本館
に集約し、宿泊棟、研修
棟、体育施設等の施設につ
いては、令和12年度までを
目途に撤去することが示さ
れた。よって、機能集約に
伴う整備に向け準備を進め
ているところである。
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